
前橋市高齢者の居住の安定確保に関する法律施行要綱 

 

   第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２

６号。以下「法」という。）、高齢者の居住の安定確保に関する法律施行令（平成

１３年政令第２５０号。以下「政令」という。）、高齢者の居住の安定確保に関す

る法律施行規則（平成１３年国土交通省令第１１５号。以下「省令」という。）及

び国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平

成２３年厚生労働省・国土交通省令第２号。以下「規則」という。）の施行に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、法、政令、省令及び規則に定め

るところによる。 

   第２章 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録等 

第１節 サービス付き高齢者向け住宅事業の登録等 

 （登録の申請） 

第３条 法第５条の規定により、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録（登録の

更新を含む。以下この条から第６条までにおいて同じ。）を申請しようとする者は、

法第６条第１項に規定する申請書に、前橋市高齢者の居住の安定確保に関する法

律施行要綱別表第１に記載された添付書類を添えて、正本及び副本２部を市長に

提出しなければならない。 

  なお、原則として、新たにサービス付き高齢者向け住宅を建築し、サービス付

き高齢者向け住宅の事業を開始しようとするときは、建築基準法（昭和２５年法

律第２０１号）第６条第１項の確認済証の交付後に登録の申請を行うものとする。 

 （サービス付き高齢者向け住宅事業の登録） 

第４条 市長は、法第７条第３項の規定により、法第７条第１項の登録を受けた者

に登録の通知をするときは、様式第１号によりその旨を通知するものとする。 

 （登録基準に適合しない旨の通知） 

第５条 市長は、法第７条第４項の規定により、登録基準に適合しない旨を申請者

に通知するときは、様式第２号により通知するものとする。 

 （登録の拒否） 

第６条 市長は、法第８条第２項の規定により、法第６条第１項の申請をした者に

登録の拒否を通知するときは、様式第３号によりその旨を通知するものとする。 

 （変更の登録の届出） 

第７条 登録事業者は、法第９条第１項の規定により、変更を届け出るときは、規

則第１６条第１項に規定する届出書の正本及び副本２部を市長に提出しなければ

ならない。 



 （変更の登録の通知） 

第８条 市長は、法第９条第３項の登録の変更をしたときは、当該変更があった登

録事項を登録簿に記載するとともに、様式第４号により申請者に対し、その旨を

通知するものとする。 

（登録簿の閲覧）                          

第９条 法第１０条の規定による登録簿の閲覧は、前橋市都市計画部建築住宅課内

及び福祉部介護保険課内において行うものとする。 

２ 登録簿の閲覧の時間は、前橋市の休日を定める条例（平成元年前橋市条例第１

４号）第１条第１項に規定する市の休日以外の日の午前８時３０分から午後１２

時まで及び午後１時から午後５時１５分までとする。 

３ 法第７条第２項に規定する登録簿は、法第６条第１項各号に掲げる登録事項、

登録年月日及び登録番号について、電子計算機により処理される電磁的記録を紙

面に出力した帳票とする。 

４ 市長は、次の各号のいずれかに該当する者の閲覧を停止し、又は禁止すること

ができる。 

 (1) この要綱の規定に違反し、又は職員の指示に従わない者 

 (2) 登録簿を汚損し、若しくは破損した者又はそのおそれがあると認められる者 

 (3) 他人に迷惑を及ぼした者又はそのおそれがあると認められる者 

 （地位の承継） 

第１０条 法第１１条第３項の規定により、登録事業者の地位の承継を受けた者は、

規則第１７条に規定する届出書の正本及び副本２部を市長に提出しなければなら

ない。 

 （地位の承継の通知） 

第１１条 市長は、前条の届出により、変更の登録をしたときは、その旨を登録簿

に記載するとともに、様式第４号により登録事業者に対し、通知するものとする。 

 （廃業等の届出） 

第１２条 登録事業者は、法第１２条第１項又は第２項の規定により、廃業等の届

出を行うときは、登録事業廃止等の届出書（様式第５号）の正本及び副本２部を

市長に提出しなければならない。 

 （登録の抹消） 

第１３条 法第１３条第１項第１号の規定により、登録の抹消を申請するときは、

登録抹消申請書（様式第６号）の正本及び副本２部を市長に提出しなければなら

ない。 

 （サービス付き高齢者向け住宅の状況報告等） 

第１４条 市長は、法第２４条第１項の規定により報告を求めるときは、様式第７

号により行うものとする。 

２ 登録事業者は、前項の求めに応じ報告しようとするときは、サービス付き高齢

者向け住宅管理状況報告書（様式第８号）により行うものとする。 



３ 登録事業者は、登録に係る事業を開始しようとするときは、事業開始予定日の

おおよそ１４日前までに、事業開始報告書（様式第９号）の正本及び副本２部に

市長が必要とする書類を添付した上で、市長に提出しなければならない。 

４ 前２項の規定による報告があったときは、市長は、必要に応じて法第２４条第

１項の規定により立入検査を職員にさせることができる。 

 （サービス付き高齢者向け住宅の滅失の報告） 

第１５条 登録事業者は、災害等によりサービス付き高齢者向け住宅が滅失したと

きは、サービス付き高齢者向け住宅滅失報告書（様式第１１号）により速やかに

市長に対し、その旨を報告しなければならない。 

 （指示） 

第１６条 市長は、法第２５条第１項の規定により、登録事業者に対し、登録され

た事項の訂正を申請すべきことを指示するときは、様式第１２号により行うもの

とする。 

２ 登録事業者は、前項により指示されたときは、速やかに登録された事項の訂正

を申請し、登録事項訂正申請書（様式第１３号）の正本及び副本２部を市長に提

出しなければならない。 

３ 市長は、法第２５条第２項又は第３項の規定により、登録事業者に対し、必要

な措置をとるべきことを指示するときは、様式第１４号により行うものとする。 

４ 登録事業者は、前項により指示されたときは、速やかに必要な措置をとるとと

もに、是正報告書（様式第１５号）によりその旨を報告し、当該報告書の正本及

び副本２部を市長に提出するものとする。 

 （登録の取消し） 

第１７条 市長は、法第２６条第１項又は第２項の規定により、登録事業の登録を

取り消すときは、様式第１６号により登録事業者に通知するものとする。 

 （同居者の認定） 

第１８条 規則第３条第１項第２号に規定する、その他特別な事情により当該入居

者と同居させようとする事業者は、様式第１７号により、市長に対し、その旨を

申請しなければならない。この場合、当該申請書の正本及び副本２部を市長に提

出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申請があり、同居させることが必要であると認めら

れるときは、様式第１８号により、同居させることが必要であると認められない

ときは、様式第１９号により、事業者に対してその旨を通知するものとする。 

（添付書類等）   

第１９条 規則第７条第２号で定める書類として、様式第２０号を添付するものと

する。ただし、規則第１０条の規定に該当するサービス付き高齢者向け住宅で、

市長が認めるときは、様式第２１号を添付するものとする。      

２ 規則第７条第６号で定める書類として、様式第２４号、様式第２５号及び別表

１に定める書類を添付するものとする。 



 

第２節 指定登録機関の指定等 

（指定登録機関の申請） 

第２０条  登録住宅の登録事務を行おうとする者は、法第２８条第２項の規定によ

り指定登録機関指定申請書（様式第２６号）の正本及び副本１部を市長に提出し

なければならない。 

（指定登録機関の指定） 

第２１条  市長は、指定登録機関を指定したときは、様式第２７号により申請者に

対し、その旨を通知するものとする。 

２ 市長は、登録機関を指定したときは、指定登録機関が行う登録住宅の登録事務

を行わないものとする。ただし、指定登録機関の指定の際、指定登録機関の指定

の前に申請された申請の処分又は手続きは、この限りでない。 

（指定機関の名称等の変更） 

第２２条  指定登録機関は、法第３１条第２項の規定により、名称等を変更しよう

とするときは、市長に、指定登録機関名称等変更届（様式第２８号）の正本及び

副本１部を提出しなければならない。 

（登録事務規程） 

第２３条  指定登録機関は、法第３３条第１項の規定により、登録事務規程を定め

市長の認可を受けるときは、市長に登録事務規程認可申請書（様式第２９号）の

正本及び副本１部を提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による登録事務規程の認可をしたときは、様式第３０号に

より、指定登録機関に対し、その旨を通知するものとする。 

（登録事務規程定の変更） 

第２４条  指定登録機関は、法第３３条第１項の規定により、登録事務規程を変更

するときは、市長に登録事務規程変更認可申請書（様式第３１号）の正本及び副

本１部を提出しなければならない。 

２ 前条第２項の規定は前項の登録事務規程の変更について準用する。 

３ 市長は、前項の規定により、登録事務規程の変更の認可をしたときは、指定登

録機関に、様式第３２号により通知するものとする。 

（登録事務規程の変更命令） 

第２５条  市長は、法第３３条第３項の規定により、指定登録機関に対し、登録事

務規程を変更すべきことを命ずるときは、様式第３３号により行うものとする。 

（登録事務の監督命令） 

第２６条  市長は、法第３５条により、指定登録機関に対し、監督上必要な命令を

するときは、様式第３４号により行うものとする。 

（報告及び検査等） 

第２７条  市長は、法第３６条第１項の規定により、指定登録機関に対し、登録事

務に関し報告を求めるときは、様式第３５号により行うものとする。 



（登録事務の休廃止） 

第２８条  指定登録機関は、法第３７条第１項の規定により、登録事務の全部若し

くは一部の休止、又は廃止に関して市長の許可を受けようとするときは、市長に

指定登録事務休・廃止許可申請書（様式第３６号）により行うものとする。この

場合、当該申請書の正本及び副本１部を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、登録事務の休廃止の許可をしたときは、様式第３７号を指定登録機関

に対し、交付するものとする。 

（指定の取消し等） 

第２９条  市長は、法第３８条第１項又は第２項の規定により、指定登録機関の指

定を取り消し、又は期間を定めて登録事務の全部若しくは一部の停止を命ずると

きは、指定登録機関取消し通知書（様式第３８号）、又は登録事務停止命令書（様

式第３９号）により行うものとする。 

第３章 終身建物賃貸借の事業認可等 

 （事業の認可の申請） 

第３０条 終身賃貸事業者は、法第５３条の規定により、認可を受けようとすると

きは、省令第３２条第１項に規定する申請書の正本及び副本２部を市長に提出し

なくてはならない。 

 （事業の認可の通知） 

第３１条 市長は、法第５５条の規定により、事業の認可を行ったときは、様式第

４０号により認可事業者に対し、その旨を通知するものとする。 

 （事業の変更申請） 

第３２条 認可事業者は、法第５６条第１項により、認可を受けた事業の変更をし

ようとするときは、事業認可変更申請書（様式第４１号）の正本及び副本２部を

市長に提出しなくてはならない。 

２ 認可事業者は、省令第４０条に規定する事業の軽微な変更があったときは、事

業認可変更届出書（様式第４２号）により、遅滞なく市長に届け出なければなら

ない。 

 （事業の変更認可の通知） 

第３３条 市長は、法第５６条第２項の規定により、事業の変更の認可を行ったと

きは、様式第４３号により認可事業者に対し、その旨を通知するものとする。 

 （認可事業者による終身建物賃貸借の解約の申し入れ） 

第３４条 認可事業者は、法第５８条の規定により、承認を受けようとするときは、

終身建物賃貸借解約申入れ承認申請書（様式第４４号）の正本及び副本２部を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の承認をしたときは様式第４５号により、承認をしないときは様

式第４６号により、認可事業者に対し、その旨を通知するものとする。 

 （認可住宅の管理の状況報告） 

第３５条 市長は、法第６６条の規定により、報告を求めるときは、様式第４７号



により行うものとする。 

２ 認可事業者は、前項の求めに応じ報告しようとするときは、認可住宅管理状況

報告書（様式第４８号）により行うものとする。 

（認可住宅の滅失の報告） 

第３６条 認可事業者は、災害等により認可住宅が滅失したときは、速やかに認可

住宅滅失報告書（様式第４９号）により市長に対し、その旨を報告しなければな

らない。 

 （認可事業者の地位の承継） 

第３７条 法第６７条第２項の規定により、市長に届出をするときは、認可事業者

の地位の承継届出書（様式第５０号）により行うものとする。 

２ 法第６７条第３項の規定により、認可事業者から地位の承継の承認を受けよう

とする者は、認可事業者の地位の承継の承認申請書（様式第５１号）正本及び副

本２部を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の承認をしたときは様式第５２号により、承認をしないときは様

式第５３号により、当該申請者に対し、その旨を通知するものとする。 

 （認可住宅の改善命令） 

第３８条 市長は、法第６８条の規定により、認可住宅の管理に関し、認可事業者

に対して改善措置を命ずるときは、様式第５４号により行うものとする。 

２ 認可事業者は、前項の改善措置の命令による改善を行ったときは、遅滞なく認

可住宅改善状況報告書（様式第５５号）により市長に対し、その旨を報告するも

のとする。 

 （事業の認可の取消し） 

第３９条 市長は、法第６９条の規定により、事業の認可を取り消すときは、様式

第５６号により認可事業者に対し、その旨を通知するものとする。 

 （事業の認可の取下げ） 

第４０条 認可を申請した事業者は、事業の申請から市長の処分があるまでの間に、

正当な理由をもって事業を取りやめたいときは、速やかに事業認可取下げ届出書

（様式第５７号）により、市長に対し、その旨を届け出なければならない。 

 （事業の認可の取りやめ） 

第４１条 認可事業者は、事業の認可から入居者の公募をするまでの間に、認可を

受けた事業を取りやめるときは、事業認可取りやめ協議書（様式第５８号）によ

り、市長に協議しなければならない。 

 （事業の廃止） 

第４２条 認可事業者は、法第７０条の規定により、当該認可を受けた事業の廃止

を届け出るときは、認可事業廃止届出書（様式第５９号）により行うものとする。 

   附 則 

 この要綱は平成２３年１０月２０日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は平成２４年１２月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は平成２９年２月２４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は令和元年１２月１４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表１ 登録申請書に添付する書類（第１９条第２項関係） 

設置主体に関する

事項 

（法人の場合） 

・直近２年分の決算報告書 

・暴力団排除にかかる登録拒否要件の確認情報 

 

設置主体に関する

事項 

（個人事業の場合） 

・直近２年分の所得税確定申告書写し 

・暴力団排除にかかる登録拒否要件の確認情報 

立地場所に関する

事項 

・（土地・建物が申請者の自己所有でない場合） 

土地・建物賃貸借等契約書写し 

 

規模及び構造設備

に関する事項 

・前橋市サービス付き高齢者向け住宅の規模及び構造設備に係る

設計指針に適合していることがわかる設計図書・資料 

・（新たにサービス付き高齢者向け住宅を建築し事業を開始しよ

うとする場合） 

 建築基準法第６条第１項の確認済証写し 

運営に関する事項 ・管理規程（運営懇談会、職員及び入居者名簿を含む） 

・医療機関との協力協定書写し 

・建物賃貸借契約書・サービス提供契約書又は入居契約書 

・１ヶ月分の職員勤務形態一覧表 

・有資格職員の資格証明書写し 

・緊急時の対応計画 

・（老人福祉法に基づく有料老人ホームに該当する場合） 

 重要事項説明書 

事業計画に関する

事項 

（新たにサービス付き高齢者向け住宅を建築し事業を開始しよ

うとする場合） 

・運営方針 

・市場分析及び調査 

・今後３０年分の年次収支計画（1 年目は月次） 

・開設時の資金計画 

その他 ・その他市長が必要と認める書類 

 

 


